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公益社団法人日本看護協会（会長・高橋弘枝、会員 75万人）は 3月 14 日、厚生労働省

の森光敬子医政局長、鹿沼均保険局長に令和 8年度予算・政策に関する要望書を提出しま

した。 

報道関係の皆さまにおかれましては、要望の趣旨をご理解いただき、さまざまな機会に

ご紹介いただきますようお願い申し上げます。 

■医政局 

85歳以上の高齢者の増加や人口減少が進む中、2040年

に向けて限られた医療資源を最適かつ効率的に活用し、

すべての地域・世代の人々が適切な医療・看護・介護を

受けられる体制の構築が求められています。こうした課

題に対応するため、看護職確保策の検討や持続可能な働

き方の推進、地域における医療・介護提供体制の強化な

ど、医療と介護の連携を支える看護の役割を重視し、看

護提供体制に係る計 14 項目を要望しました。特に、重

点要望事項として 3点を掲げ、その実現に向けた具体

的な取り組みを求めました。 

高橋会長は、重点要望事項について「今後、居住する地域や年代に関わらず、すべての

人々が必要な時に適切な医療や看護、介護を受けながら生活することを目指すには、それ

らを支える提供体制における看護のあり方を描き、そのあり方について関係者間で合意を

形成することが不可欠だ」と訴えました。また、「人口減少のなかで夜勤者確保への対策は

急務である。本来業務に専念するためにも、看護 DX等を活用した夜勤負担軽減、多様な夜

勤形態導入の好事例を周知普及するための導入支援事業を実施していただきたい」と述べ

ました。さらに、地域の実情に応じた医療機関等の役割分担の明確化の必要性を述べた上

で「需要が増大する在宅領域においては、看護職の就業場所の移行推進、育成が求められ

る」とし、体制構築のために不可欠な財政支援措置を求めました。 

森光医政局長は「問題意識は共有している」と応じ、「これからの看護職の役割は非常に

大きい」とした上で看護職不足への対応に省力化への投資と規制緩和を挙げました。そし

て IT の活用に関しては「2 年毎の診療報酬改定で目線合わせをしながら、2040 年に間に

合わせていく」との方向性を示しました。さらに「今後は介護の現場における看護職の役

割が非常に大きい。そうした場での質の確保やあるべき姿を日本看護協会からも発信して

ほしい」と述べました。また、「潜在看護職の復職に IT スキルが障壁になっているのでは」

との認識を示し、「復職時の IT 教育の強化が必要」との見解を示しました。 

 

人材確保の強化や専門性の高い看護師の活用を 

 

厚労省医政局、保険局へ要望 

森光医政局長（右）に 
要望書を手渡す高橋会長 
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《重点要望事項》 

〇 2040年に向けた看護提供体制の確保 

〇 看護職員の夜勤負担軽減・夜勤者確保に向けた支援 

〇 新たな地域医療構想の推進に向けた財政支援措置 

 

■保険局 

新たな地域医療構想においては、地域完結型の医

療・介護提供体制の構築を目指しています。あらゆ

る場所、すべての世代の療養生活を支えるためには、

持続可能で質の高い医療・看護提供体制の構築が重

要です。本会は、これらを踏まえ、看護の現状や課

題の把握、評価のための政策決定過程における看護

職の起用、また、安心・安全に出産できる環境確保

のための体制整備などの出産に関する支援強化を強

く求めました。 

高橋会長は、「看護職は地域医療の担い手として活

躍するだけでなく、医療機関の副院長や訪問看護事業所の管理者として経営にも携わり役

割を発揮している」とした上で「中央社会保険医療協議会の診療側委員としての看護職の

任命と、組織横断的な他部局との連携・調整を担う企画官級の看護系技官の保険局医療課

への配置により、より一層、施策の推進が期待できる」と訴えました。さらに、安心・安

全な出産環境の確保にむけて「産科区域の特定の導入や、助産所を継続するための制度設

計などの視点をもって、明確に方針を示していただきたい」と述べました。 

鹿沼保険局長は「課題として受け止める」と応じた上で「医療において看護業務はなく

てはならない。人員起用に関しては組織の話でもあるが、しっかりと受け止め努力してい

きたい」と考えを示しました。また、出産に関する支援に関しては「地域の産科をいかに

支援していくかが重要。助産師、保健師の方々のお力添えあってのケアなので、患者に寄

り添った日本の良いお産をどう守っていくか、しっかりと考えていきたい」と述べました。 

 

 

《要望事項》 

1. 中央社会保険医療協議会診療側委員としての看護職の任命と、 

企画官級の看護系技官の配置 

2. 実態を踏まえた出産に関する支援等のさらなる強化 

鹿沼保険局長（左）に 
要望書を手渡す高橋会長 



厚生労働省

医政局長森光敬子殿

2025年を迎え、新たな地域医療構想の目指す方向性が示された今、医療と介護の複合

ニーズを抱える 85 歳以上の高齢者の増加や人口減少がさらに進む 2040年、さらにその

先を見据え、限りある医療資源活用の最適化・効率化が求められます。

今後、すべての地域、あらゆる世代の人々が、適切に医療や看護、介護を受けながら生

活することを目指すには、まずはそれらを支える提供体制、とりわけ医療と介護の連携の鍵

となる看護のあり方を描くこと、またそのあり方についての関係者間で合意を形成することは

不可欠です。例えぱ、看護職が必要とされる場(病棟・外来、訪問看護、介護施設、看多機、

保健所、助産所等)での活躍、人々の健康と療養を支える看護の拠点づくり、業務効率化の

推進をはじめ、深刻化する人材確保難についても目下の取組みに注力しつつ、基礎教育

や継続教育、離職予防・復職支援等、中長期的な観点での看護の質的・量的、両側面から

の実効性のある確保策の検討も急がなくてはなりません。それらの課題を中心に、看護が

2040年の社会の変化に対応できるよう、関係者間での検討・議論を早急に進める必要があ

ります。

また労働人口の減少が進む中にあって、人材ならびに提供する医療や看護の質を維持・

確保していくには、まずもって医療従事者がやりがいを持ちながら持続可能な働き方ができ

る医療提供体制を構築することが求められます。かねてからの課題である看護における夜

勤負担の軽減と夜勤者の確保については、改善に向けた現場への支援に猶予はありませ

ん。あわせて、看護においては、医療機関の連携・再編・集約化に伴う人材の確保や育成

のみならず、今後ますます需要が増大する在宅領域への看護職の就業場所の移行推進や

育成等は急務です。

以上より、令和8年度予算案等の編成、政策の策定にあたっては、以下の重点要望事項

3 点を強く要望するとともに、看護提供体制全般に係る全 14 項目について、その実現に向

け格別のご高配を賜りますよう要望いたします。

令和8年度予算・政策に関する要望書

公益社団法人

長

令和 7年3月14日

重点要望事項

02040年に向けた看護提供体制の確保

0 看護職員の夜勤負担軽減・夜勤者確保に向けた支援

0 新たな地域医療構想の推進に向けた財政支援措置

.△罷護日
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1.2040年に向けた看護提供体制の確保

2.全国医療情報プラットフォームにおける看護に関する情報の標準化及び実

装の推進

3.訪問看護に係る円滑な情報共有

4.訪問看護提供体制の強化

5.准看護師養成の停止及び准看護師制度に関する課題解決

6.救急外来における人員配置基準の見直しと強化

フ.安心・安全な出産環境の整備

8.ナース・プラクティショナー制度の創設に向けた検討

9.災害支援ナースの体制整備・充実のための予算確保

10.ナースセンターの機能強化のための財政支援

Ⅱ.看護職員の夜勤負担軽減・夜勤者確保に向けた支援

12.看護師等に対する顧客等による著しい迷惑行為対策の強化

13.医療勤務環境改善支援センターの機能強化

14.新たな地域医療構想の推進に向けた財政支援措置

要望事項
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2040年に向けた看護提供体制の確保

将来に向け、看護の提供体制を確保するためには、2040
年に向かう社会の変化を踏まえた視点が必要である。
特に、人々の医療・看護二ーズの変化・増大、看護の実践
を支えるテクノロジーの進化等のファクターを十分に勘案
するとともに、看護職の供給が減少する中において、必要

な看護を提供するため、以下の観点からの検討を行われ
たい。

看護実践の対象と場の広がりへの対応
看護提供システムの効率性の向上
・看三職の活躍が求められるでの役割や業務範囲の検討

・業務効率化の方策等の一層の推進等
y ナース・プラクティショナー制度創設や他職種へのタスク・シフト/シェアを含む

質・量両面からの看護職の確保
・看護礎教育のあり方(看護師基礎教育の4年制化、保健師・助産師教育の大学院化を含
む)、新人看護職員研修及び特定行為研修のあり方

・離職防止・復職支援の一層の推進等
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2.全国医療情報プラットフォームにおける看護に関する

情報の標準化及び実装の推進

●地域での効率的な情報共有・連携及び看護ケアの

継続に向け、全国医療情報プラットフォームでやりとり

される診療情報提供書と連動させる形で、看護職を含

めた多職種連携を行う上で必要な情報の拡充をは
かっていくべきではないか。

●その中で、必要な情報の標準化を図り、全国医療情

報プラットフォームに実装されたい。

全国医療情報プラットフォームにおける看護に関する情報の標準化および実装の推進

●現状において、全国医療情報プラットフォームで共有される3文害6情報には、看護に関する情報が
不足している。国民が切れ目なく質の高い看護を継続的に受けることができるよう、全国医療情報プ
ラットフォームを通じた看護に関する情報の共有が重要となる。
●その際、チーム医療として、多くの職種がそれぞれの専門性を発揮しながら、協働してひとりの患者
を支えていることを踏まえ、看護に係る情報のみならず、患者の診療・ケアに係る情報を扱うことが
重要である。
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3.訪問看護に係る円滑な情報共有

●医療二ースを有する全世代の人々の、地域での療養

を継続的に支えるにあたって、訪問看護において把握
されている情報の共有が、効果的・効率的な医療・介

護連携につながっている。

このため、①訪問看護指示書、②訪問看護計画書、
③訪問看護報告書の標準化を図り、全国医療情報プ
ラットフォームに実装されたい。

訪問看護に係る円滑な情報共有

.訪問看護事業所は主治医が発行した訪問看護指示書に基づき訪問看護計画書を作成し、提供した看護内容、サー
ビス提供結果等を毎月報告書として主治医に報告を行っている。
.療養の場が変化しても、医療二ーズを有る人々に必要なケアを提供するためには、タイムリーな情報連携が必要
であり、ひいては効果的・効率的な療養支援につながる。
.地域で療養生活を送る利用者が、状態の変化に応じ病院に入院する場合、効果的な情報連携に向け、訪問看護指
示書、訪問看襲計回書、訪問看護報告書の連を図り、利用者の状態、必要な看護(医療処置を含む)を共有するこ
とができる体制整備が必要である。
.実際多数の訪問看護ステーション・医療関が医療DX等のデータを活用した業務効率化・情報連携を希望している。
.地域で安心して療養生活を続するために、情報連携が可となるよう記載内容を標準化・DX化し、ケアに関わる職
を問わ療養を送る人々の情報を利活用できることが重要である。

医療DX等のデータによる業務効率化に指示書等が含まれることを希望する割合《平時の情椴共有の流れ》

C 2025 Japalwse Nursing Assoclation

出典中交牡全保陵医壷栓鰹金尋会算54,回
在宅につぃてモの1 資料を一部改交

ナ'い

《入院時の情報共有の流れ》

在宅療養者が入院

^

利円白 '^"丸"旦

く交t-ー今

話罰廟昆の

■誌尋謹計^慮

.

介匡窒国卿門目

・FAX こし

不可欠

計画に基づいた訪問看護提供の経過を計固
書・報借書により、入院先の医師・看護師に共
有し入院中の療支に活用

在宅医からの診療情報提供喜の共有

つし、

希望する

希望Lない

未回答

0、 10怖

、ー

0於

20、

医療DX等のデータによる業務効率化に指示書等が含まれることを希望する理由

&、

1曳

30、

交付依顛や發送に係る負担が減らせると恩うから

タイムリーにやりとりができると思うから

指示期間の管理が容暴になると思うから

電子的1」処理することで修正が暑易になると思ラから

モの他

訪問暑護ステーシヨン

訪問后謹ステーション医痘樋関医師医療檀関医師以外

出典訪問罰韻掬示書の交付に係る匡関及び勧闘岩鍾ステーンヨンの連携に閲する'ン 2025 Japanese Nursin宮 ASSO(,iation

30、

31鳥

訪問看霞ステーション"ヰ948、医痘擡関"*1.023

70、 BO、 9帆

85.9%

医痩樋閏氏師

68%

0.. 10曳之0、 30、 40、 50、 60、 70、 80、 90、 1M、

947曳
649鳥

E6.1、

7偶

医痩擾閏医田以外

動問毒趣ステ^ンヨン"0.390、医機関".599

31

2曳

41男

3'.4%

547、

60.4、

4θ.0寓

41郭
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6

こ

<畠加

田
田
田



4.訪問看護提供体術1.の強化

●2040年に向けて、85歳以上の局齢者の増加等、多くの
^

^

次医療圏において、訪問看護の需要が拡大する中で、
地域の実情に即した訪問看護提供体術1.の構築が喫緊の
課題である。

●このため、訪問看護の人材確保、事業所の基盤整備、
訪問看護の質向上に取り組む「訪問看護総合支援セン
ター」の設置推進を支援していただきたい。

2040年頃に向けたサービス需要の増加に応える訪問看護提供体制の強化
令和6年にとりまとめが行われた新たな地域医療構想において、85歳以上を中心に高齢者数は2叩年頃をピークに増加することが見込まれている。
訪問看護の利用者においても、多くの二次医療圏で2040年以降に最大となると予測されている。一方、常勤換 5人未満の訪問看護ステーシヨ
ンが約半数を占め、人口規模の小さな市町村では事業所が存在しないところもある。
.日本看護協会では、訪間看の人材確保・体整備を一元的・総合的に解決し、訪問看護提供体制の強化をる拠点として、2019年度より「訪間
看護総合支センター」楽の試行事業を実施し、センターの事業として訪間看護の担い手を創出するなどの効果を挙げている。
.看護師等確保基本指針(2023年10月改定)にも、都道府県が医療計面で訪問看護に従事する看護職員の確保の方策を定め、着実に実施すること
等が明記されており、訪間看護人材の確保・体制整備に寄与するセンターの・運営に向けて一層の促進が重要である。※日稗護箇会による呼称

2040年に向けた訪問看護のサービス需要推計

年那留重別の訪問呑謹の料干推計匡療件診+裏保幽

12伽

で,2025 Japalwse Nursi11Z Association

か所

ユ促2年

24
か所

※都道府県噴優協会
情報取集より(各年)

0

2020

:ヂ",口担号用老詠力昂+となる任

2025

■53

20ヨ0

1^

お6X

都道府県の訪問看護の人材確保・体制整備等を一元的・総合的に解決し、提供体制強化を図る拠点

センター機のある都道府センターの目的と機鮑

(センター又はセンター

に類似する樋能があ1事業所運営盤支
2024ると回答)

訪問看護業所の開設
34③潜在師・ラチナナース等の就業及び転職促進

4人材出向支援
新卒看護師用に向けた取り組み

⑳均先〆⑥訪問看護に関する情報分析 15 一調1の組化・研

2035

」

1.経

2.人材確保

即40

0弊

出典・第9回新たな地域医痘槽想等に関する検討会令和6年9月30日資料

3.訪看護
の質向上

兵、

1轡

才

各地の実状に合わせた効率的・重点的な人材確保・制備等を実施

訪問看護提供体制構築に向けたセンターの活動と成果

「地域部会」のにより、域ごとの題や二ーズに即した取り組みを支援(岡山県)
・事業所の多機能化・大規模化等の課題に向けて、地域の関係者による事業所間応援体制や
連に関する検討の場を設置

医域ごとの「訪問護サポートステーション」を核とした所間ネットワーク形成(富山県)
・センター設置前から県委託事業として、県協会が実施。5力所のサボートステーションが人材育成
等の相談対応や研修等による資質向上、県域ネットワークを構築
・センター設置後に参加事業所が増え、地域密着型の取り組みが可能に

新型コロナウイルス染拡大時における所ネットワーク構築支事柴(山形県)
・地区別のブロック会議活用による地域連携事業展開
・非常時の事業継続に向けた事業所間相互支援体制を検討
・一部地域で小規模事業所問の互助の仕組み楕築目指す
・訪問.担い手創出事業による訪問看.人材の確保

出臭日本看護出会「訪問盾護総合支擾センター設直・遅営の手引き」(2024年3月)
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5.准看護師養成の停止及び准看護師制度に関する

課題解決

●局齢化の進展等により患者像が複雑・多様化する中

において安全・安心な看護を提供するため、准看護師

養成を停止されたい。

※准看護師制度は、中学卒業を資格要件に看護師を補助する資格と

して創設され、現在の医療・社会二ーズに応えられる制度ではない。
※准看護師養成所の定員充足率は567%と低く、入学者数は、20年間

で約7割減少しており、准看護師養成所のある41県全ての県に

おいて定員割れをしている。

准看護師養成所卒業者の約3割は、就職せずに看護師資格取得に

向けて進学をしている。

准看護師を募集している病院の8割以上が、看護師が不足している

ことを募集理由として挙げており、地域の看護師確保策を拡充する
必要がある。

准看護師養成所の入学・卒業の動向と准看護師の募集状況

准看護師養成所の入学定員充足率は567%と定員割れが著しく、2004年から2024年
までの20年間で、准看そ師養成所数は減少、入学者数は約7割減少している。

養成課程別の入学状況

定員充足率入学者数学校数養成課程種牙リ

97.6%看護系大学 310 26,044

看護師養成所
82.0%21,724529

(3年課程)

56.フ%准看師養成所 4,207182

*准看、師養成所がある41県全ての県で定員割れをしている。
目28.S%等、定員充足率が30%以下目 12.5% 20.6%

と著しく低い県がある。

出典:2024年厚生労働省「看護師等学校養成所入学状況及ぴ卒案生就業状況調査」
第B.1表、第ユ3.1表、第301 入学状況

准看護師養成所の卒集状況
准看襲師以外で就業

卒業しなかつた者
67人(1.3%)

1,07フ(18%)

急,2025 Japanese NursinE Association

10

600

500

400

0

842%

卒業者の
約3割が
就職せずに
すぐに進学

出典.2024年厚生労働省「看護師等学校養成所入学状況及ぴ卒案生就業状況調査」
第13表卒業生就業状況、設置主体別准看護師課程) 2025 Japanese NursinE AssociationC

准看護師養成所数と入学者数の推移

40000

35000

卒案者散 4,921人
(82%)

30000

進学 1,461人
(29.700)

25000

20000

その他
324人
(6.6%)

15000

1,m1川1
10000

2卯4年から2024年の査化

学校数.312校→1Ξ^
入学者:14,210人→4207人

川11Ⅲ1
50M

入学者のうち准看護師と
して就業するのは
約半数 51.2%)のみ

師として就業

3,069人(62.4%)

0

1970

がしていそ

22.4%看護師のキャリア支援(進学を前提)

経営上の都合 19.896

准看護師が必要である 15.1%

5.3%その他

無回答 0.8%

出典:令和4年3月「;隹看護師の業務に関する実態調査」日本看護協会
全国4β01病院からの回答の集計結果

准看護師募集の理由"・1,969(複数回答)

学校數は4割
入学者は7

を含む)入学者叡(

(衛生君酉料妄含む)

Π 111!111111

200019901980

800

准護師募集の理
由は「
している」ためである

川 1゛

700

少
少

'
准



6.救急外来における人員配置基準の見直しと強化

●救急外来の看護職員の配置に関して定めた規制は

なく、救急患者を円滑に受け入れ、安全な医療提供

及び救急医療現場の負担軽減を図るには、適切な人

員配置基準が求められる。ついては、

・救急外来の看護職員の人員配置基準を新設し、
評価されたい。

・球女命救急センターの充実段階評価」1こ「看護職員

の配置」及び「専門性の局い看護師の配置」1こ

関する項目を追加されたい。

救急外来における看護配置に関する基準及び現状

●救急外来の看護職員の配置に関して定めた規制はなく、医療法上に定められる外来の看護師
及び准看護師の「人員配置標準30対Uに基づき各医療機関が配置を行っている。
●救急外来に',、1三P 上の =が{,主してい がある一方、救急外来を1看護単位とし
看護職員を専従で配置する割合は少ない。
●救急外来への専門性の高い看護師の配置により、救急車の受入れや医師の業務のタスク・シフ

の官いト/シェアが進んでいることからも、 ことが重要である。三 の配署 j
.

地立忌亭.'植五果勗鯲
「救命救急センターの充実段階評価」

Q 2025 Japanese NU門i"E A9Sociation

【時間帯別にみた

次救急医療機関
(n= 157)

外来の君

午前2時時点

午前10時時点

午後9時時点

外来に
常駐する
数肴

<医師>専従医師数(そのうち救急科専門医数)、休日及び夜間帯の医師数・救急専従医師数
<その他の職種>転院及び転棟の調整を行う者・薬卸恰市・臨床工学技士の配、医師事務作業補助者の有無
>載なし

*10月13日(水)の状況を回答すること力噴しい場合に才、平日の別日の挽兄を回答

数.患者米1】

必要時、
救急外来で
対応する
予定の
看護職員数

【救急外来の看護単位殘1】

[コ
載急外束で一毛帳単位

やICU J、.穰

平均

2.9人

4.7人

3.5人

その他

平均

1.4人

1.9人

1.6人

うち実際に
救急外来で
対応した
職員数

平均

0.9人

1.3人

1.1人

※1出典:2021年病院看護・外来実態調査、日本看護協会
※2出典:令和4年12月M日第ユ回教急医良の現場における医療関係職の在り方に閏する検討会資料
「資料1教急外来における多糧の配置、携等1二ついて」{任先生提出賛料{厚生労仙判学特別研突」

(複数回答、 n=1,712)

救急外来で
対応してい
た患者数

C 2025 daP3ne$e Nursina Associatlon

栽急外宋の一君矮単位

【施設の救急機飴別による専門看護師・認定護師・特定行為研修

修了者の配置による救急車受入台数・率の係籔2】 Mdn ⅡQR]

専門緩・認定綬師・特定行為
修了者いずれかの配冒(n=606)

三次救急医療機関

有り(n=237) 無し(n=369) D

4944
2203 [1118,3352 <0.0001

[2929,666刀

80.293.9
0.0245

[79.0,99.1 [フフ.1,86.5]

平均

2.3人

4.0人

5.5人

175 (33.89'0)

184 (32.6qo)

敦色外来と一般外棄で一看語単位

手術室・救急外来て一君護単位

価回答・不朗

P

U念%2

救急車受入台数

(n=88)

応需率

(Π=57)

注:ウィ儿コクソンの順位和検定
配置有りの施設では救急車受入台数が多く応需率が高い

【専門看護師・認定看護師・特定行 修了者の配置と救急外来で医師が
している業務との関係氷ユ】

0 15 .

救急外来において

医師が実施している業務(n)

患者 モニタリンゲ、症状・状態
の観察、状態判断・アセがント(429)

帰宅者への療養指導(330)

救急隊からの電話対応(360)

配置有りの施設では医師がこれらの業務を行っている割合が有意に低い

ぐ0.0001,

専門看師・認定看師・特定行
了者いずれかの配置(n=606)

無し(n=369)有り(n=237)

0.0002 t

191 (32.69、0)

注

て0.0001,

155 BO.0%)

176 BI.2%)

tカイ2乗検定

12

238 (40.79、0)

1
 
月
1
 
日
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フ.安心・安全な出産環境の整備

母子にとって安心・安全な出産環境を整備できるよう、第
8次医療計画中間見直しの際に「周産期医療の体術1.構

築に係る指針」の「母子に配慮した周産期医療の提供が
可能な体佑1.」1こ、以下について明記されたい

・産科混合病棟における産科区域の特定の更なる推進

・分娩時に助産師が常時産婦のケアを提供できる体制整備

安心・安全な出産環境の整備

分娩取扱病院では産科混合病棟が増加している
本会が実施した調査によると、助産師が産科以外の患者のケアに対応するために、産婦のケアを中断している状
況が明らかになった(分娩第2期子宮0全開大から胎児娩出まで)においても、3割強が中断)
この傾向は産科区域を特定している産科混合病棟では比較的少ないものの、産科区域を特定している分娩取扱
病院は全休の6割弱、第8次医療計画に産科区域の特定の必要性を明記した都道府県は6件にとどまる
また、助産師の配置基準はなく、分娩取扱施設では助産師が看護師と区別されないまま、看護職員配置基準に
従って配置されていることから、母子にとって安心・安全な出産呆境が整備されているとは言い難い

産人科以外の診科もむ
混合病棟における産科区域特定の必要性を産科混合病棟における産科区域の特定
医療画に明記した府県

.

.

.

.

産婦ノ、科以外の診療科も含む混合病棟^

産科単1→病柳 237%

産科と婦人羽のみの混合病棟^ 173%

ξミ回答・不明 03%

C 2025 Japanese NUI'sing Association

設している産科連病の
複数回答 n.595)

※NICU,MFICU,GCU,産科外宗1ユ餘く
40%0% 20%

"鵬棚~"瑚轟秘誘9甑覧喪誓孤讐詰凱励ま殉' の

.「いつもある」「時々ある」を合算202年'月日ー2 22年3月3日 つ

W訂゛■
を含む)などの対応を講ずることが望ましい

産人科ガイドラインー産科 2023
怯人日本産科人料学会/公益社団怯人日本産人料医金)(公

CQ410分娩中の胎児心拍数及び陣痛の観察は?

産科区域を特定することで産婦のケアの中断が少ない傾向がある
以下の場合は連続モニタリング寺行う

一畔 分娩第2期のす'ての産6
56 1

43.8
心拍數モニタリングの評価

312

リスクが低いと判断される産婦17.フ ]5 114.3 14.4

'゜盟
9.3

分娩第1期は約30分間隔で、分娩第2期は約15分間隔
■^

9;中朝1鵡、鋼ι期の生て 分娩無】朗 →貌羊3國デ姓焦2朗 ーナミ鳧笥゛期
ハイリスク産婦、子宮収縮薬使用中

産科区域の特定をしていない圏産科区域の特定をしている 分娩第1期は約15分問隔で、分娩第2期では約5分間隔
「助産師の専門性発揮のあり方に関する実態網責報告書」データより作図..
イ、什"'ノノWWW,.門.,,1,ノ,.門1,0/、"m./,,NI゛.,峅,ノ。'1/,.間,bmキノ.'K.,,。,。"コ0コキ。d" C 2025 Japanese Nursnlg Associatio"

6m6 10096

構築に係る指針

分娩を取り扱う医療椴関は、産科区域の特定(院内

、

産科区域を 6/47
特定している都道府
57.8%

n.36。(第8次医療計)周産期医療

8090

605%

の

0
0
0
0

6
 
4
 
2



8.ナース・プラクティショナー術1.度創設に向けた検討

●2040年やその先を見据え、高齢者救急、・在宅医療の需

要等が増加する中、良質かつ適切な医療を効率的に

提供できる体制を確保するため、ナース・プラクティショ

ナー1)術1.度創設に向けた検討の場を設置されたい。
・大半の地域で今後も在宅医療の需要は増加する見込
みの。一方、診療所医師の局齢化が進んでおり、診療所
がない市区町村数は2040年には170程度増加する見込
み田。医師1名体制の診療所が多く、24時間3鉐日在宅
医療を提供するし続ける負担は大きい。
・ OECD諸国では、ナース・プラクティショナー制度創設に
より、医療へのアクセス向上、入院率や再入院率減少、
医師の負担軽減等の効果があることが示されているの。

1)大学院における専門課程を修了し、ナース・プラクティショナーの免許を取得又は登録をし、一定範囲の医療提供を担う看護師。
2),3)厚生労働省「新たな地域医療構想に関するとりまとめ」(令和6年12月18日)
4) OECD Health working papers NO.165 "Advanced practlce nursing in primary care in oECD countries: Recent developments and
Persistin宮 imp!ementatlon cha11en宮es .

ス・プラクティショナー制度創設の必要性

く多<の二次医療圏で訪問診療の要が増加><高齢者の救急搬送件数の増加>
訪問診療の需要の変化率別一次医療圏数

C 2025 Japanese Nursing Association

誠ゆ

出典:厚生劣働省'

<開業医の高齢化>

10%未 20.0%以上 M.0、以上●00与以上 500、以上10OX以上

200% M0寓末渦如0、末満 500%未貫

増如

第7回新たな地域医療構想に関する検討会」資料1(令和6年8月26日)

5.736.086人

2016 1.

102,457人}

2026 1.

24.4%

2036 1

(95,729人)
■ 20-34歳

■新生児口乳幼児口少年
03弧

平成14年',"4醐 闘'%

【出典】厚労省2022年医師・歯科医師・薬郵」師統計の棚兄_
日医総研ワーキングペーパー「二次医療團別医師数データ集」2018

03鷲

19 5"4●%

平均年齢60.4歳
2022

31.8

出典

01%

",倉弊

皮人口齢者口65 から74 ■乃歳から84歳卸85歳以

4,329,935人4

01弊

之9 '6熨 35郭

35-49

C 2025 Japenese NUI'slng Assoclation

435%

0ユ冥

令和4年.4,3甥

闘.^

52.0 24.0%

50-64歳 65歳以上75歳以上%
(再掲)

ユ卯0 4m 以X)3m1卯 5m 7卯

出典:厚生劣働省「第8回救急・災害医療提供体脚」等に関するワーキンググループ」

参考資料1(令和6年8月8日)

<諸外国のナースプラクティソヨナー制度>
公的資格制度アメリカ、カナダ、アイルランド、オーストラリア、
がある国ニユージーランド、オランダ、シンガボール*等

制度創設の医師の供給力C限られる中での
医療へのアクセスの改善、ケアの質向上など目的

業務内容~レスアセスメント、検査の実施
、他の専門職への紹介治療の判、品(例)

・看護師の資格や登録の保有
資格要件・腰床経験

・統一基準に基づき、臨床推論などを含む(例)
認可された大学院修士課程を修了

》ケアの寺全枠及び質
'i'》入院.再入院の J
》高い患足度

Mヨ旧r, Cリ L. Alken and R. BU鵠e (2017k "Nur竿$1n advanced r01夕S m prlmarゾ mre".OECD Hea161 Work1Πg paper5, NO.98 " ur託5 in AdVヨΠ如d Role5h.
OECD Health working papers NO.i65 "AdV3nced pradice nursm in p"mヨιY care ln okD
考1:g:;:1▲鳥lf嵒1}1JeV哥腎}{{里?サt凸1ヂerS5力nglmplement己tio、ala11印9e5"・ 16

45.2

6.217之83人

位万人

ヨユ.8%

11.8%

465

30.0%

15.フ%

160%

4,902,753人

1'き%

23.2%

2.1

お^

5,250,302人

均^



9.災害支援ナースの体術1.整備・充実のための予算確保

●災害等発生時に、災害支援ナースが他の医療機関等

への派遣に的確に対応できるよう、災害支援ナースの

質の維持及び向上等のため、更新研修の実施に係る

経費等について、予算措置を講じられたい。

災害支援ナースの質の維持及び向上とさらなる体制整備の必要性

● 2024年度から新たな災害支援ナースの仕組み(医療法上に位置づけ)力地台まり、2023年度より開始

した新たな仕組みでの「災害支援ナース養成研修」ほ、初年度の修了者は4,241人、2024年度以降も
同程度の修了者数の輩出が見込まれる。このことから、2027年度に初回更新を迎える災害支援

ナースは最大約8,400人と予測され、該当者の更新研修受講が可能な予算の確保が求められる。
(日本看護協会及び都道府県看護協会の自主的な取組みであった旧災害支援ナースは2023年度末で約1万人。)

●加えて、被災地等では様々な支援者が活動する中で、国が養成する「災害支援ナース」であることを
証明するため、また、万が一2次災害に遭遇した場合の本人確認のためにも、登録証は必携である。

で、 2025 Japanese Nursin宮 Assoclatiorl

災害支援ナース数の推移

約8,400人

4,241人

2023年度 2024年度実績値

災害支援ナース登録証(イメージ)

災害支援ナース登録証
第 2026D01123456号
看護師職糧

日本才氏名

生年月日昭和6ユ年1 1日生

■記●都、災敲,一●卵'●◆
を証明する。

ESOC伯tlon

厚生労働省医政令和8年4月1日

予測値2025年度

丈夫で破損しにくく撥水加工
されたプラスチック製の力ード

災害支援ナース本人であるこ
とが確認できるように、職種、
顔写【、登録日入り

L -ー

研

2026年度

.

被災地で活動経のある災害支擾ナースから
日本看協会に寄せられた声

・身分を明らかにすることで、被災者や
する他職種に安心を与え、

より信頼してもらえる

立ち入りやなりすましでなく、現地.

に派遣された・専門職であることが
証明できるものがほしい
・活動中に災害に遭遇したら、自分を
証明できるものがないので心配等

【参】日本DMA戒豊録蟹

(20年

Japanese NurS1町宮

2027年度



10.ナースセンターの機能強化のための財政支援

●都道府県ナースセンターが用いる求人票や求職票等の様式・
用語は元来ハローワークと異なっており、求人票等の共有にお
いて非効率な作業が発生し、ナースセンターの事務処理に負
担が生じている。

●ナースセンターの事務処理負担を軽減し、ハローワークと効率
的な連携により無料職業紹介事業をさらに強化できるよう、

ナースセンターが用いる様式・用語をハローワーク倶.に統一す
るためのナースセンター・コンピュータ・システムの改修に係る

財政支援をお願いしたい。

ワーク連携事業の実績ナースセンター・

ナースセンター・ハローワーク連携事業は、平成25年度よりモデル事業を開始し、平成27年度に全都道府県を対象に事業化された。
看護師等の確保を促進するための措置に関する基本的な指針(令和5年10月26日改正)において、都道府県ナースセンターが「看護補助者
の無料職業紹介も実施することが重要である」と明記されたことに伴い、連携事業にて看護補助者の取り扱いも開始された。

ナースセンターによるハローワ^での巡回相談実績の推移
500

400

300

200

100

0

で 2025 ゛3Panese Nursing ASεOciation

590

25

H24年度

1'265

都道府県ナースセンターの体制

職員の配置は都道府県により差があり、3人未満でナースセンター業務を担うナースセンターもある。
都道府県ナースセンターの役職員の約6割が非常勤で、常勤職員よりも多い(常勤職員 39.5%、非常勤職員 60.5%)。
年齢別でみると60代が約6割で最も多く、次いで50代が約2割である(70代 3.眺,60代 60.5%,50代 19.鵠,40代 13.3%%,30代 3.眺,20代0.5%)。

都道府県別ナースセンター職員数(常勤換算※)

39

H25年度

46

H26年度

3442

50.0

40.0

30.0

20.0

100

0'0

47

H27年度

47 47

H29年度H28年度

^宇姥都道府埠数

ヨフ79

20

10.6

3.72.8

3,6U

6.2

熊冊

度嬰

4.4

3,766

3.6

47

H30年度

実座箇所數

竪K匪陶終讐

厘桝岨識雲W憾

47

R元年度

実施回數

4,414

47

R2年度

47

R3年度

兼任者の常勤換算数{才業務時問のうちナースセンター事業に携わる時間の割合をもと1こ算出した。

◎ 2025 Japanese Nursin宮 A550ciation

47

N年度

5000

4000

3000
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R5年度

合計値:312.4人中央値:5.7人
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1000

0
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11.看護職員の夜勤負担軽減・夜勤者確保に向けた支援

●夜勤負担軽減および夜勤者確保に向け、看護DX等を

活用した夜勤負担軽減および多様な夜勤形態導入の

好事仮を周知普及するため、導入支援事業を実施さ
れたい。

●看護職員自身の働き方の検討や、看護管理者が夜
勤者確保に活用可能なツールの提供など、多様な夜
勤形態の導入に向けた支援を実施されたい。

看護職員の夜勤者確保に関する課題

.現在夜勤に従事していない看護職員力匂友勤を可能とする条件は、年齢等によって異なる。【図1】
・夜勤時間が長い職場では、看護職員の離職率は高い傾向にある。【図2】
.現場では、様々な夜勤者確保策を実施しているが、十分に改善されているとは言えない状況である。【図3】【図4】

【図1】「職場に夜勤はあるが現在していない」看護職員が回答し 【図3】病院における看護職員の夜勤者の確保策(複数回答)
た「夜勤を可能とする条件」(複数回答・年齢階層別)

夜動回数が少ない

拘支時間が短い

夜動手当が高い

夜勤の時間帯が選べる

ペピーシソター補助がある

仮眠が取れる

夜問保育がある

急な夜勤の休みも対応してもらえる

家族配偶者の理解・協力

家族配偶者以外の理解・慳力

で 2025 Japanese NUI'sin宮 AS50ciation

4

正規雇用の看詣職員の離雁率

新卒採用者の跳職率

既卒採用者の磯臓率

5

その他

20~29歳
30~39歳
do~49歳
50~59歳

夜動専従の導入

多様な夜勤の導入回敷・時間・曜日

プラチナナースの活用

夜動者確保のための夜動手当の増額一律

N時間対島の保育筋設の整備

夜勤回融に応じた夜動手当以外の手当の支給

正規雇用の看護唯員に最低夜動回数を規定

夜動.交代制動霧者に射して所定労働時間を短縮

モの他

復數回答易堤【、夜動力罰る日勤者

1出典】日本暑護笹会 201左看踵暖員実態調劃

三交代制(変則含む)

二交代制(夜勤1回あたり16時間未満)

二交代制(夜動1回あたり16時間以上)

【出典】日本看護協会「2023年病院看護実態調査」

317

9.3

、3.0

10.9

0% Im'

1"j

【出典】日本看鍍協会「2024年病院看穫実態調査」

【図4】看護職員の夜勤者の確保策による改善ネ呈度。"2524

2m6 3m'

17.5

12'4

10.9

8.フ

8.4

確保策はしていない

4mι

19.3

1.9

5.0

342

5m6

41.1

ξ 2025 JaPヨηese Nursln旦 Associ3tion

(".3.417X複数回答)

とちらともいえないやや改善したとても改善した

あまり改善はしなかったまったく改しなかつた回答・不明

【出典】日本看護協会「2024年病院看護実態調査」

24.4

1与6}



12.看護師等に対する顧客等による著しい迷惑行為対策
の強化

看護職員の離職防止(定着)のため、医療現場における
顧客等による著しい迷惑行為対策を推進されたい。

・病院や在宅等、医療現場におけるカスタマーハラスメントの実態
把握
・カスタマーハラスメントへの対応訓練等、実践的な訓練を実施す
るためのマニュアルの作成や財政的支援
医療現場における暴力・ハラスメント対策教材(動画)のさらなる
周知
医療現場におけるカスタマーハラスメント対策に関する国民への
さらなる啓発

患者・患者の家族等から看護職員が受1 る暴力・ハラスメントの実態
・過去1年以内の暴力・ハラスメント被害のうち、患者から受けた被害が深刻である。【図1】
・看護職員に対するハラスメント等対策状況として、半数の職場において対応窓口を設置しているが、効果が高いと感
じている看護職員の割合はわずか5.4%で、適正に機能しているとは言い難い。【図2】
・患者から暴カリ、ラスメントを受けた看護職員は、その後離職を考える割合が高い。【図3】一方、暴カリ、ラスメントを
受けた後、上司や同僚から適切な支援を受けた看護職員は「離職を考えていない」割合が高いことから、暴力・ハラス
メント発生後の対応が重要である。【図り

【図1】看護職員の暴力・ハラスメント被害経験及びその行為者
(最近1年間)

71.09、0意に反する性的な言動

C 2025 Japanese Nursing Association

身体的な攻撃

精神的な攻撃

47.796

患者

【図2】職場における看護職員に対するカスタマーハラスメント対策状況

09'0 20q0 409、0 60q0 809'0 10oqo

患者の家族等同し勤務先の職員その他

【出典】日本看護儘会「2019年病院および有床診療所における看護実態調査」

39.5%

へのいじめ・ハラスメントや患妻等からの暑言・昌力・クレームへの対応窓口を
50.0

置している

風員へのいじめ・ハラスメント対策や患者等からの民言・暴力・クレームへの対策 4237.6
に閏する研修や、当該研修人の風員参加の支損をhつている

ハうスメントを行ってはならない旨の方針(風嶋にお廿るハラスメントの内容含 39.フ
む)を明確化し、唇理監督老を含む風貝全体に周知・啓発している

【出典】今和5年度厚生労働省委託医療動務環墳改善マネジメントシステムに基づく
医療関の取組に対する支擾の充実を図るための調査・研究報告書

C,2025 dapanese Nursin宮 ASSO【.iation

92.1%

【図3】看護職員の就業継続意向

暴力・ハラスメントを受けた経験

55.396あり

取り粗んている竹】

58.096

離職を考えている 離職を考えてし噂い

【出典】日本看護協会「2019年病院およぴ有床診療所における看護実態調査」

効果が高いιツ●

【図4】暴力・ノースメント経験者への職場の支援

(サポート)と就業継続意向

士司鄭數ミ平均以士{n・1287

上司か靭支握_平均繊{n.1,492 .,

巨霞岨皇考入τし曝い酷塁を考えている無回谷・不明

風場で 1年聞に暴力・ハラスメント告受けたと回莟した君姪職貝につも、て.上司ノ伺椋からの支援

(サ末ート)安倶点化、ξ早均秉満」と「早均以上ル分けた駄案總綬阜向の回答割合

【出典】日本看腫協会「2019年病院および有床診療所における看護実態調査」



13.医療勤務環境改善支援センターの機能強化

●勤務環境改善支援センターに、看護労働に関して知
見のあるアドバイザーを確保し、看護職員の勤務環境
改善に向けた支援を拡充されたい。

●業務効率化等のためのDXの推進に向け、デジタル技
術活用に関する相談に十分に対応できる相談支援体
制を構築されたい。

●医療勤務環境改善支援センターにおいて、デジタル技
術の導入、ハラスメント対策、看護職を含む医療従事
者の処遇や勤務環境等に関する相談が可能なことを
医療機関等へ広く周知されたい。

●それらの相談に適切に対応できるよう、アドバイザー
向けの研修を充実されたい。

1,1, ,

「2023年病院看護実態調査」1こよると、22.3%の病院において、看護職員の賃金制度が経営課題となっている。
病院において看護業務効率化を実施するうぇで、知識やノウハウの習得や実施体制づくりが課題となっている。【図1】
デジタル技術の導入により、看護業務の効率化や負担軽減など看護職員の勤務環境改善への効果が期待されるが、特に
中小規模の医療機関には、デジタル技術等に関する知識やノウハウがないため、専門的な助言や支援が求められている。
医療機関の半数がハラスメント等の対応窓口を設置しているが、取り組み効果が高いという回答は5.4%に留まる。【図2】
多様なき方を導入することで、護職員のワーク・ライフリくランスの確保がしやすくなったり、個々の生活事情を理由と
した退職者の減少などの効果がみられるが、導入している医療機関は少ない。【図3、リ

【図1】実施が難しい取組みを実施するにあたって必要なこと
(3つまで)
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【図2】職場における看護職員に対するハラスメント対応状況

八側、、じめ・ハラスメントや患者等からの昌昔日力・クレーム如封痔窓ロモ
設置している

斑員へのいじめ・ハラスメント対策や患者等からの暴言・民力・クレーム団対策 4237.6
に艶する器修や、当叢研修への憶員参加の支擢重行っている

ハラスメントを行ってはならない冒の方針(瞭場にお"るAラスメントの内容含
4839.フ

む)を明磯化し、管理監督者を含む戦員全体に周知・啓発している

【出典】今和5年度厚生労働省委託医療動務斑境改善マネジメントシステムに基づく
医療複関の取組に対する支援の充実を図るための調査・研究報告喜
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【図3】看護職員に入している多様な正職員制度
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14,新たな地域医療構想の推進に向けた財政支援措置

●地域の実情に応じて医療機関や訪問看護ステーショ

ン等の役割分担を明確化し、医療機関等の連携・再

編・集約化を推進することが求められる。

●安全・安心な医療・介護提供体制.の構築に向けては、

医療機関の機能転換等に応じた人材確保・育成のみ

ならず、在宅領域への看護職の就業場所の移行推進

や育成等が求められる。

●新たな地域医療構想を推進し、地域の医療・介護提供

体制を構築するため、十分な財政支援措置を講じられ

たい。

地域医療構想の推進に向けた財政支援措置

●医療・介護の複合二ーズを抱える85歳以上人口の増大や、現役世代の減少に伴う医療需要の変化
に対応すべく、2040年頃を視野に入れつつ、地域完結型の医療・介護提供体制の構築を目指し、
2026年度から新たな地域医療構想に基づく取組みが開始される。
●看護においては、医療機関の連携・再編集約化に伴う人材の確保や育成のみならず、今後ますま
す需要が増大する在宅領域への、看護職の就業場所の移行推進や育成等が求められる。

【これからの保医療・介護提供体制イメージ
地域の医田.介価町抑や宙嚢.実悟に合わゼて、捉快体制の類堅(大都市型.地方根市型・過蘇地域型)や区域の弱四
は買なる.切れ目ないサヒス捉供には、情船共有システムが不可欠.

1=爽'氏療圏、ー"
:(応)声^性慮 中応) 釣化.1W五ま#救命^謹

な提供件制】ビスの
'

'医療圏域 ・阻書福祉サービス治し、支える医療+介 医療圏域

=常生活圏域
畢恒督 0担

で 2025 depanese Nursin宮 AS50ci3tion

腫豆並・畢重怖誹苛0腫ST
むの電註0・軍駐埋鵠

的化.1W星超1撒●

貴尋・幼丘卸.モの也の更設
里怖写.の暑艮酋.澄"謹

+

医師

旦尋●もと
師"封応

在宅医艮老
に宣按する

在宅霊寂老
に童艮亨

介護・障書福祉サービス

地域医療介鍍総合確保基金の活用事例

看護職連携キャリア人材交流により医療機能分化における施設間連
携に強し后護師等を養成し、地域の看護力の底支援事業
上ιナを目指す(京都府)

訪問看護師確保支看護職員のスキルアップのため、講習会に職員を
援事業(鳥取県)参加させる施設に対する受講者の人件費を助成

出典第2回 20勾年7月7日暑護師等確保基本掬針検討部会賣料2
nE AS50C13tlon

読

し捻
史

^

診痘所弊に
(頓数Aで0淋奇制

●熨時
弱門的"ケ

●要時
訪悶し"即

島朗しU、

1^

「ーーーー、「

出典算5回?0?4年5月31日新たな地医療椣等に関する検討会資料6

ず晢ミーー^
' 1

L_゛ー^

介螺^ーピス

0

惰報共有システム、オンライン丘療等が不可欠てある. DtopW託h Nや, N toN(田門性の高い君躍師によるコンサル
テシヨン風能)、MaoSなどのIC「活用

陣

事身所

窒^葛

掌^る

君卸

摸

ICT壷語昇瓢,た
で珂応

多個

護坪が
保^

28

^ー、
^^

^^ ^^゛

治す医療

畠牲罵疏隣

治し、支える医療

に吏腹す^武

画0

{匡

噐

病
素

ノ



厚生労働省

保険局長鹿沼均殿

医療・介護の複合二ーズを抱える85歳以上人口の増大や現役世代の減少等の医療をと

りまく状況と課題を踏まえ、新たな地域医療構想において、地域完結型の医療・介護提供体

制の構築を目指しています。その中においては、あらゆる場所のすべての世代の患者が安

心して療養生活を送ることができるよう、療養支援や疾病予防、重症化予防等を支える体制

整備が求められています。

令和8年度予算・政策に関する要望書

看護職は地域医療の担い手として、地域のあらゆる場所、あらゆる領域で国民を支えて

おり、その役割は多岐にわたり、かつ専門性も高まっています。そうした中、持続可能で質の

高い医療・看護提供体制を構築していくためには、政策決定過程において、看護の現状や

課題を的確に把握、評価し、看護職の意見を反映した議論を行うことが必要です。

公益社団法人日本看護協

会長高橋弘

令和 7年3月14日

また、現役世代の減少を迎え、少子化への早急な対応が求められる中、安心・安全に出

産できる環境を確保するための体制を整備することが必要です。妊婦の経済的負担の軽減

と、医療の安全および地域における周産期医療提供体制の確保を前提とした出産に関する

支援等の更なる強化について、方針を明確にした上で実態をふまえた検討をすることが必

要です。

以上より、令和8年度予算案等の編成ならびに政策の推進にあたっては、以下の事項に

つきまして、格別のご高配を賜りますよう要望します。

1. 中央社会保険医療協議会診療側委員としての看護職の任命と、企画官級の看護

系技官の配置

実態を踏まえた出産に関する支援等のさらなる強化2

要望事項
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